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利益相反管理規程 

 

公益社団法人日本カーリング協会  

第１条（目 的） 

当協会は、当協会と当協会に登録されている役職員、選手、指導者、取引先、その

他の関係者（第６条に掲げる者をいう。）（総称して、以下「関連当事者」とい

う。）との間における利益相反のおそれのある取引に関して、適切な方法により特

定し、競技者の利益が不当に害されることがなく、かつ当協会又は関連当事者が不

当に利益を得ることのないよう、当協会の体制整備の実施方針として、「利益相反

管理規程」（以下「本規程」という。）を制定する。 

 

第２条（利益相反管理の体制） 

１．当協会の利益相反管理体制は次のとおりとする。 

①利益相反管理統括責任者の設置 

当協会は、利益相反管理体制を統括する者として利益相反管理統括責任者を設置す

る。利益相反管理統括責任者は、コンプライアンス委員長とする。 

②利益相反管理統括責任者は、本規程に沿って、対象取引の特定及び利益相反管理

を的確に実施するとともに、その有効性を適切に検証し、当該有効性に問題がある

場合には、改善に努めなければならない。 

③利益相反管理統括責任者は、当協会又は関連当事者の取引を含め、対象取引の管

理に必要な情報を集約するとともに、対象取引の特定及び利益相反管理を一元的に

行う。 

④当協会は、対象取引の特定及びその管理のために行った措置について記録し、作

成の日から５年間保存する。 

⑤利益相反管理統括責任者は、当協会の役職員に対し、利益相反管理を適切に行う

ため、本規程を踏まえた業務運営の手続き等に関する研修・教育を実施し、対象取

引の管理について当協会の役職員に周知させる。 

 

２．内部監査の実施 

当協会は、利益相反管理に係る人的構成及び業務運営体制について、定期的に検証

する。 

 

第３条（利益相反管理の対象となる取引)  

１．本規程において「利益相反管理の対象となる取引」（以下「対象取引」とい

う。）とは、当協会と関連当事者との間の取引であり、当協会又は関連当事者が不

当に利益を得るおそれのあるものをいう。但し、軽微な取引（取引金額が 20万円未

満のものをいう。）を除く。 
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２．本規程において「取引先」とは、当協会と、①現在、取引関係がある者、②取

引関係に入る可能性のある者、又は、③過去 3年以内に取引を行った者をいう。 

 

３．当協会は、理事会の過半数の承認がない限り、対象取引を行ってはならない。

当該対象取引に関係している理事は、当該承認の審議及び議決に加わることができ

ない。但し、対象取引の取引額が 20万円から 50万円までの場合は、コンプライア

ンス委員会の承認で足りるものとする。 

 

４．対象取引の類型 

当協会の理事会は、個別具体的な事情を踏まえて、対象取引に該当するか否かを決

定する。例えば、次に掲げる取引類型は、対象取引に該当するものとして管理す

る。 

①当協会と関連当事者との利害が対立している場合において、当協会の利益を不当

に害する取引 

②当協会と関連当事者とが同一の対象に対して競合する場合において、当該関連当

事者の利益を不当に害する取引 

 

なお、法令上禁止されている取引は、本規程の対象とせず、当協会の承認の有無を

問わず禁止する。 

 

５．対象取引の主な事例は以下のとおりである。 

①当協会の役職員の私物を当協会が有償で買い付ける取引 

②当協会と取引先との間の取引のうち、当該取引先との間で行う取引と同種及び同

量の取引を同様の状況下で行った場合に成立することとなる取引条件と比べて、当

協会に不利な条件で行われる取引 

③当協会の役職員のみが知り得る非公開情報を関連当事者に知らせ、関連当事者が

当該非公開情報を用いて行う当協会との取引 

 

第４条（利益相反管理の対象となる取引の特定方法） 

対象取引は、次の方法により特定する。 

①当協会の役職員は、当協会の行う取引が前条第４項に掲げる類型に該当するおそ

れがあると判断した場合は、直ちにコンプライアンス委員会に報告する。 

②報告を受けたコンプライアンス委員会は、前条第５項により判断が可能である場

合にはコンプライアンス委員会の判断により対象取引として特定し、本条の管理方

法により管理するとともに、当該特定及び管理方法を利益相反管理統括責任者に報

告する。 
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③対象取引に該当するか否かの判断において、定型的な判断ができない場合は、利

益相反管理統括責任者が判断を行う。また、前項の場合であっても、その報告内容

に疑義のある場合等、特に利益相反管理統括責任者から対象取引に該当するか否か

の特定又はその管理方法の選定について指示があった場合には、当協会はその指示

に従う。 

④前項の場合、利益相反管理統括責任者は対象取引に該当するか否かの特定及びそ

の管理方法の選定を行う。ただし、利益相反管理統括責任者において、利益相反管

理委員会の審議を必要とすると判断した場合は、利益相反管理統括責任者はコンプ

ライアンス委員会を招集し、当該委員会において対象取引に該当するか否かの特定

及びその管理方法の選定を行う。 

 

第５条（利益相反管理の対象となる取引の管理方法） 

１．当協会の事務局は、対象取引の管理方法として、次に掲げる方法その他の措置

を選択し組み合わせて講じるよう努める。 

①対象取引又は当該対象取引以外の関連当事者との取引の一方又は双方の条件・方

法を変更する方法 

②対象取引又は当該対象取引以外の関連当事者との取引の中止する方法 

③対象取引について、入札の方式を採る方法 

④複数の相見積りの取得により、公正な取引条件であることを証明する方法。 

 

２．当協会の事務局は、利益相反管理統括責任者に対象取引を報告してから１か月

以内に前項の管理を行うことができなかった場合、当協会の理事会に対し、対象取

引の承認の件の審議・議決を依頼する。 

 

３．前項により当協会の理事会が審議・決議を行う場合、理事会は、当該対象取引

についての重要な事実の開示を受けた上で、審議・議決を行うことを要する。ま

た、当協会の理事会は、取引の公正性に関する証憑の有無・内容、議論の経過、承

認・不承認の理由等につき、理事会の議事録に詳細に記載し、意思決定の透明性を

確保する。 

 

４．当協会の理事会は、対象取引に該当するか否かの判断において、当協会の社会

的評価に対する影響がないか等の事情も総合的に考慮する。 

 

５．理事会の承認を得て対象取引を行った場合、当協会は、対象取引の実施後１か

月以内に、対象取引の相手方から、対象取引の実施内容についての報告を受けなけ

ればならない。 
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第６条（利益相反管理の対象となる者の範囲） 

利益相反管理の対象となる関係者は、当協会に登録されている役職員、選手、指導

者、取引先に加えて、下記に掲げる者とする。 

①理事又は執行役員が所属する他の企業・団体 

②理事又は執行役員が過半数の議決権を有する他の企業・団体 

③理事又は執行役員が取締役を務める他の企業・団体 

④理事又は執行役員の近親者 

⑤理事又は執行役員と継続的かつ密接な取引関係にある者。但し、定型的な取引（電

気、水道など）や僅少な額の取引（月額 5000円の駐車場の利用契約など）を除く。 

 

 

 

 

附則 

本規程は、２０２１年 ８月 １９日から施行する。 


